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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第３四半期
連結累計期間

第22期
第３四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 38,717,529 29,747,012 55,504,455

経常利益又は経常損失（△） （千円） 648,127 △272,726 1,554,885

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 415,103 △211,196 972,434

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 364,447 △232,217 997,738

純資産額 （千円） 15,183,736 15,399,663 15,817,026

総資産額 （千円） 56,597,423 53,017,049 50,676,852

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 33.09 △17.15 77.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.8 29.0 31.2

 

回次
第21期
第３四半期
連結会計期間

第22期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △14.87 △34.65

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第22期第３四半期連結累計期間について

は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第21期第３四半期連結累計期間、第

21期については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第21期第３四半期連結累計期間、第21期第３四半期連結会計期間、第21期、第22期第３四半期連結累計期間

及び第22期第３四半期連結会計期間の「１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失

金額」の算定上、役員向け株式給付信託が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第3四半期連結累計期間における我が国の経済は、企業業績の改善傾向の持続、雇用環境改善による消費回

復、日本銀行の金融緩和政策の継続等を背景に、緩やかな景気拡大局面が継続することとなりました。しかしなが

ら、先行きについては、人手不足による人件費・労務費増加や地政学リスクの高まり等、一部懸念が散見される状

況が引き続いております。

住宅業界におきましては、引き続き低金利の継続、政府の支援策等、住宅取得環境としては好条件が継続したも

のの、受注までの商談期間は長期化する傾向が引き続いております。

このような状況の中、当社はグループを挙げて、毎年恒例となっている『エコ＆セーフティ住宅まつり（第23

回）』を開催し、住まいに係るお悩み相談をテーマに新たな顧客の創造に努めました。また、これまで想定されな

い新たな安全・安心ニーズへの対応等、様々な潜在的な需要喚起に努めております。

当第３四半期連結累計期間の受注状況につきましては、受注高が42,684百万円（前年同期比9.8％増）となり、

受注残高34,706百万円（前年同期比49.7％増）と大幅増になりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績については、前第２四半期連結会計期間において大型物件「サ

ンフォーリーフタウン桜ノ宮」の売上計上、前第３四半期会計期間において新規マンション竣工が２物件あったた

め、売上高は29,747百万円（前年同期比23.2％減）となり、営業損失は220百万円（前年同期比834百万円の悪

化）、経常損失は272百万円（前年同期比920百万円の悪化）、親会社株主に帰属する四半期純損失211百万円（前

年同期比626百万円の悪化）となりました。

なお当社グループの業績は、顧客の希望、マンションの竣工引渡時期に対応し、売上の計上時期が第２四半期と

第４四半期に集中する傾向があり、当年度マンションの竣工引渡時期は第４四半期に集中する見込みです。

 

（セグメント別の概況）

①住宅事業

当第３四半期連結累計期間の住宅事業におきましては、『住まいのお悩み解決フェアー』、戸建住宅においては

『かっこいい家つくろうキャンペーン（全４弾）』を中心に販売促進に努めました。

戸建住宅では、新たな安全・安心ニーズへの対応として、防災用シェルターを多目的利用空間としても利用でき

る「人生を楽しむ暮らしの提案」や、電気自動車と暮らしが繋がる「life style KURASI’TE～V2Hで変わる暮ら

し」の販売開始等、新たな顧客層の創出とお客様それぞれのニーズに対応したオンリーワンの住まいづくりに努め

ました。

賃貸・福祉住宅におきましては、介護事業施設・サービス付高齢者向け住宅・複合クリニック等の受注活動に注

力しました。また、大型案件に対する対応力強化等にも取り組んでおります。

リフォームにおきましては、４月にサンヨーリフォーム株式会社に当社グループのリフォーム部門を統合し、販

売体制の強化に努めるとともに、スマートウェルネス住宅等補助金制度の利用を積極的に推進し受注拡大に努めて

おります。

リニューアル流通（既存住宅流通）におきましては、当社が会員登録している「（一社）リノベーション住宅推

進協議会」が、平成30年1月に国土交通省の「安心Ｒ住宅」（耐震性があり、インスペクションが行われた住宅で

あって、リフォーム等について情報提供が行われる既存住宅）に登録されました。これらを含め、平成30年４月施

行の宅建業法改正に向けて、より一層の取扱件数増加のための強化を図っております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の住宅事業の経営成績につきましては、売上高15,318百万円（前年同期比

12.8％減）、営業損失354百万円（前年同期比170百万円の悪化）となりました。

 

②マンション事業

当第３四半期連結累計期間のマンション事業におきましては、当第３四半期会計期間において新たな竣工物件は

なく、第４四半期会計期間において竣工する渋谷区神宮前エリアに富裕層向けマンション「ザ・サンメゾン表参

道」（東京都渋谷区・21戸）、緑豊かなエリアで利便性の高い「サンメゾン緑地公園アベニュー」（大阪府吹田

市・153戸）、「サンメゾン春日」（福岡県春日市・82戸）、「サンメゾン姫路綿町」（兵庫県姫路市・60戸）等
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の建築、販売に注力するとともに、ライフスタイルにあった住まいをかなえる「サンメゾン姫路古二階町」（兵庫

県姫路市・42戸）、利便・閑静・安心を享受できる文教エリアに位置する「サンメゾン御器所」（名古屋市昭和

区・24戸）等の販売を開始いたしました。このほか、賃貸マンションを買い取った後に耐震性・劣化状態調査およ

びリノベーションを実施し、安全・安心という価値を付加したリノベーションマンション「サンリーノ北浦和」

（さいたま市浦和区・40戸）や「サンリーノ浦安」（千葉県浦安市・37戸）の販売にも取り組み、住宅ストックを

活用したリノベーションマンションの市場での流通戸数拡大と認知度向上を図りました。

この結果、当第３四半期連結累計期間のマンション事業の経営成績につきましては、売上高12,090百万円（前年

同期比40.5％減）、営業利益80百万円（前年同期比95.2％減）となりました。

 

③その他

第２四半期に大型太陽光発電設備を売却したほか、保育施設事業にて、当第３四半期に「東三国サンフレンズ保

育園」（大阪市淀川区）を開園し、計６施設となりました。また、引続き新たな開園準備等を進めており、平成30

年４月の５施設開園に向け準備を進めております。

介護系ロボットについては、「寄り添いロボット」の実証試験開始、“2017国際ロボット展　ｉＲＥＸ”出展

等、本格的な事業化に向けた取り組みを行っております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高2,337百万円（前年同期比175.5％増）、営業利益696百万円（前

年同期比765百万円の改善）となりました。

 

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産額は53,017百万円となり、前連結会計年度末と比較し2,340百万円の増加

となりました。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等671百万円、不動産事業支出金4,479百万円の増加、販

売用不動産3,538百万円の減少等によるものです。

負債総額は37,617百万円となり、前連結会計年度末と比較し2,757百万円の増加となりました。主な要因は、長

短借入金合計3,905百万円の増加、支払手形及び工事未払金等1,370百万円の減少等によるものです。

純資産額は15,399百万円となり、前連結会計年度末と比較し417百万円の減少となりました。主な要因は、利益

剰余金400百万円、退職給付に係る調整累計額11百万円の減少等によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変化はありません。

 

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は75百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において研究開発活動の状況に重要な変化はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループは「人口数・世帯数の減少」「少子高齢化」「家族形態の多様化」「都市構造の変化」などの問題

を内包する社会・経済環境に即した、事業ポートフォリオの再構築に取り組み、これまでの地域毎の体制に事業

ポートフォリオを組み込んだ地域と事業の双方の推進体制に改め、お客様のニーズを的確に捉えた事業運営を図っ

てまいりました。その推進のため導入した「チームマネジメントシステム」をさらに深化させ、小集団のチーム編

成毎で経営意識を持ったチームの運営を行うとともに、「企業風土改革委員会」を発足し、全ての業務をゼロベー

スで見直しを行うなど、当社を取り巻く厳しい環境下においても持続的な成長を目指してまいります。

リフォーム事業においては、当社グループのリフォーム部門をサンヨーリフォーム株式会社に統合し、統一した

戦略のもと事業拡大をはかるなど、市場の変化に対応した戦略・戦術を実行してまいります。

新市場の創出としましては、今後も高い成長性と住宅需要が見込まれるベトナムに、昨年度、現地有力企業と合

弁会社を設立し、分譲マンションを建設中です。今後も継続して当社グループの“総合「住生活」提案企業”とし

てのノウハウを活かした分譲マンション開発やマンション等管理事業の拡大を図ってまいります。

ライフサポート事業では、保育施設の自社運営事業を拡大するとともに、経済産業省・国土交通省の補助を受け

開発している「寄り添いロボット」「椅子型ロボット」の事業化を進めてまいります。

また、当社グループのノウハウを活かし、和歌山市北部における大規模・複合開発に向けた街づくりへの取り組

みを推進するなど、今後も新たな市場の創出に取り組んでまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,620,000 12,620,000
　東京証券取引所

　市場第一部
単元株式数100株

計 12,620,000 12,620,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 12,620,000 － 5,945,162 － 2,945,162

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　12,616,800 126,168 －

単元未満株式 普通株式　　　 3,200 － －

発行済株式総数 12,620,000 － －

総株主の議決権 － 126,168 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、役員向け株式給付信託が所有する当社株式300,880株（議決

権3,008個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）役員向け株式給付信託が所有する当社株式300,880株を、四半期連結財務諸表において自己株式として計上してお

ります。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,767,378 7,777,072

受取手形・完成工事未収入金等 1,130,850 1,802,030

販売用不動産 12,373,455 8,834,821

未成工事支出金 179,985 187,033

不動産事業支出金 25,059,303 29,538,813

その他のたな卸資産 118,529 170,217

前払費用 403,890 570,652

繰延税金資産 175,247 279,644

その他 393,080 775,229

貸倒引当金 △6,547 △6,060

流動資産合計 47,595,173 49,929,457

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 391,038 404,858

土地 229,233 229,233

その他（純額） 54,772 69,366

有形固定資産合計 675,044 703,458

無形固定資産   

ソフトウエア 22,921 24,767

その他 3,932 3,932

無形固定資産合計 26,853 28,700

投資その他の資産   

投資有価証券 945,610 910,575

繰延税金資産 453,689 444,689

その他 996,455 1,009,691

貸倒引当金 △15,975 △9,521

投資その他の資産合計 2,379,779 2,355,433

固定資産合計 3,081,678 3,087,592

資産合計 50,676,852 53,017,049
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,430,554 4,060,262

短期借入金 5,870,000 10,620,000

1年内返済予定の長期借入金 6,550,000 7,795,000

未払費用 523,683 471,757

未払法人税等 534,019 4,273

未成工事受入金 774,698 1,506,989

前受金 660,360 1,465,550

賞与引当金 317,447 150,852

完成工事補償引当金 114,900 89,700

その他 1,216,651 680,641

流動負債合計 21,992,315 26,845,027

固定負債   

長期借入金 11,170,000 9,080,000

役員退職慰労引当金 5,158 6,533

役員株式給付引当金 32,267 50,523

退職給付に係る負債 1,259,625 1,269,611

その他 400,457 365,690

固定負債合計 12,867,509 10,772,359

負債合計 34,859,825 37,617,386

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,945,162 5,945,162

資本剰余金 3,611,796 3,611,796

利益剰余金 6,369,566 5,969,069

自己株式 △174,892 △170,738

株主資本合計 15,751,633 15,355,290

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 13,181 3,705

退職給付に係る調整累計額 52,211 40,666

その他の包括利益累計額合計 65,393 44,372

純資産合計 15,817,026 15,399,663

負債純資産合計 50,676,852 53,017,049
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 38,717,529 29,747,012

売上原価 30,694,534 23,262,041

売上総利益 8,022,995 6,484,971

販売費及び一般管理費 7,408,798 6,705,154

営業利益又は営業損失（△） 614,196 △220,182

営業外収益   

受取利息 9,011 4,929

受取賃貸料 31,607 19,224

補助金収入 16,790 20,166

その他 128,884 41,377

営業外収益合計 186,292 85,697

営業外費用   

支払利息 110,390 93,697

持分法による投資損失 15,649 28,958

その他 26,322 15,584

営業外費用合計 152,362 138,240

経常利益又は経常損失（△） 648,127 △272,726

特別利益   

固定資産売却益 202 －

特別利益合計 202 －

特別損失   

固定資産除却損 29,912 －

特別損失合計 29,912 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
618,416 △272,726

法人税、住民税及び事業税 133,949 28,781

法人税等調整額 69,363 △90,311

法人税等合計 203,313 △61,529

四半期純利益又は四半期純損失（△） 415,103 △211,196

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
415,103 △211,196
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 415,103 △211,196

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △41,876 △9,475

退職給付に係る調整額 △8,779 △11,545

その他の包括利益合計 △50,656 △21,020

四半期包括利益 364,447 △232,217

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 364,447 △232,217

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

　当社は、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員（以下「取締役等」と

いいます。）を対象として、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価

上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の

向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」と

いう。）を導入しております。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託を設定し、信託を通じて当社株式の取得を行い、当社取

締役等に対し、当社取締役会が定める株式交付規程に従って、各事業年度における業績達成度等一定の基準

に応じて付与されるポイントに基づき、信託を通じて当社株式を交付する業績連動型株式報酬制度であり、

取締役等が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時です。

　なお、当社子会社であるサンヨーリフォーム株式会社及びサンヨーホームズコミュニティ株式会社の代表

取締役についても、当社の取締役等と同様に、本制度を導入しております。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く)により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額は170,738千

円、株式数は300,880株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　保証債務

住宅ローン及びつなぎローン利用による当社住宅購入者のために当社が金融機関に対して保証している金額

は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成29年12月31日）

顧客（住宅資金借入債務） 3,069,016千円 790,289千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 69,467千円 49,779千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月19日

取締役会
普通株式 189,300 15  平成28年３月31日  平成28年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月19日

取締役会
普通株式 189,300 15  平成29年３月31日  平成29年６月９日 利益剰余金

（注）平成29年５月19日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式給付信託口が保有する当社株式に対する配

当金4,623千円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 住宅事業

マンション
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 17,561,697 20,307,369 37,869,066 848,463 38,717,529 － 38,717,529

セグメント間の内部売上

高又は振替高
5,731 － 5,731 32,541 38,272 △38,272 －

計 17,567,428 20,307,369 37,874,797 881,004 38,755,802 △38,272 38,717,529

セグメント利益又は損失

（△）
△184,149 1,678,438 1,494,289 △68,363 1,425,925 △811,729 614,196

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ライフサポートに関連する業務等

であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△811,729千円の内容は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 住宅事業

マンション
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 15,318,358 12,090,953 27,409,311 2,337,700 29,747,012 － 29,747,012

セグメント間の内部売上

高又は振替高
28,995 － 28,995 12,335 41,331 △41,331 －

計 15,347,354 12,090,953 27,438,307 2,350,036 29,788,343 △41,331 29,747,012

セグメント利益又は損失

（△）
△354,785 80,189 △274,596 696,652 422,056 △642,239 △220,182

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、ライフサポートに関連する業務

等であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△642,239千円の内容は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額(△)
33円09銭 △17円15銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額(△)（千円）
415,103 △211,196

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額(△)（千円）

415,103 △211,196

普通株式の期中平均株式数（株） 12,544,696 12,315,678

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式

数の算定に当たり、その計算において控除する自己株式に、役員向け株式給付信託が所有する当社株式（前第

３四半期連結累計期間75,304株、当第３四半期連結累計期間304,322株）を含めております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

  平成30年２月９日

サンヨーホームズ株式会社   

取　締　役　会　　 御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 木村　文彦　　印  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 井上　嘉之　　印  

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンヨーホーム

ズ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日

から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンヨーホームズ株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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